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H本のサービス産業企業の事業展開と
サービス提供システムの解明＊
廣田俊郎
序
現代の経済社会において，各種の産業は相互に製品・サービスを取引し
ながら経済活動を展開している。また様々のニーズや欲求を持つ消費者は，
これらの各種の産業の中でも消費財生産者や対個人サービス業者が生みだ
した各種の消費財・サービスを購入し生活を豊かなものにしている。さら
に，政府・地方自治体は様々の経済主体が繰り広げる諸活動のための基盤
形成を行ったり，各種の経済活動の方向づけと支援を行っている。このよ
うな諸活動の複合としての経済社会の営みは，情報化の進展，市場競争の
激化，グローバリゼーションの進展，技術の高度化，ソフト化，サービス
化，規制緩和など様々な動きによる影響を受けて絶え間のない変化に直面
している。
本論文は，このような経済社会の中で生じつつある変化の中でも，ソフ
ト化，サービス経済化という動きに関心を寄せて，そういう動きの中でよ
り重要なものとなりつつあるサービス産業部門の実態の一面を解明するこ
とをねらいとするものである。すなわち，このサービス産業部門が，情報
＊ 本研究は， 1996年度関西大学学部共同研究費「情報化社会の企業経営」プロジェ
クトにもとづくものである。また，本調査研究は，文部省科学研究費の1993年度重点
領域研究「高度技術社会のパースペクテイプ」プロジェクトによる支援も得た。
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化の進展，市場競争の激化，技術の高度化，規制緩和，などの変化に対し
て，どのように対処しつつその事業を展開しているのか， またサービス産
業がどのようなサービス提供システムを作り上げてきているのかというこ
とを本論文において解明したい。
I 研究方法
このような問題を解明すべ<,1994年2月に，「非製造業におけるサービ
ス改善と新サービス開発のマネジメントに関する質問調査票」と題する質
問票をデザインし， H本の非製造業に属する大企業261社に送付した。その
質問票のタイトルには「非製造業」という用語を用いたが，本論文の中で
は，以後非製造業という用語に代えて，サービス産業という用語を用いる
ことにしたい！）。なぜならばサービス経済化という動きが語られるときに
取り上げられて問題となるのは，従来「非製造業」と呼ばれてきた産業で
あり，それらをサービス産業と呼ぶことには一定の妥当性があると思われ
るからである丸
質問票送付対象企業としては，サーピス産業に属する各業種から売上高
上位の会社を選んだ。各業種毎に送付企業数を定めたが，（狭義の）サービ
ス企業に対する調査を一つの重点としたいという観点から，その他サービ
スに属する企業への送付数が比較的大となっており，そのためこの産業分
野に属する企業の売上規模は他の産業分野に比して小となっている。送付
の宛先としては，『ダイヤモンド会社職員録』 (1992年版）を参照し，この
1)電カ・ガスについては，物理的に実体のあるものを提供しているからサービス産
業と呼ぶことは妥当ではないと言う見解もあるが，それならば，非製造業と呼ぶこ
とも妥当ではない筈である。
2) アメリカでは，このような業種をサービス産業 (ServiceIndustries)と呼ぶ慣行
が定着しており， FORTUNE誌にも，それらの売上高上位500社のリストである
The Service 500が毎年発表されている。
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質問票の調査趣旨から言って妥当と思われる職位の方を選び送付した叫
その結果70社から回答が得られた。回答率は， 26.8％であった。各業種毎
の回答企業数と送付企業数は，表1に示した通りである。
表 1 回答企業の産業構成と新規事業の例
業 種 回答(企%業)数 回答企業の回答による新規事業の代表例 企送業付数
卸売（商社など） 6 (19.3%) 海外商品開発事業，情報通信，エレクト 31 
ロニクス関連
小売（百貨店） 4 (44.4%) 通信販売事業，高級専門店 ， 
小売（スーパーなど） 6 (31.6%) コンビニエンスストア，ホームセンタ 19 
ー，外食チェーン
銀行 4 (19.0%) 土地信託， リース業 21 
保険 4 (30.8%) 損害調査，不動産，人材派遣 13 
証券 2 (13.3%) 投資顧問事業 15 
その他金融 2 (40.0%) クレジットカード 5 
不動産 1 (9.1%) 回答例なし 11 
鉄道 8 (53.3%) カード事業，ジャズクラプ，レストラン， 15 
都市型 CATV,文化事業，プロ野球
陸運（宅配） 5 (71.4%) 引越，物流センター，飲食業，建築 7 
海運 3 (37.5%) 複合一貫輸送事業，コンピニサーピス 8 
空運 2 (40.0%) 旅行業 5 
倉庫・運輸 2 (20.0%) 不動産業，冷蔵・青果物倉庫 10 
放送・通信 2 (33.3%) 放送以外のソフト製作事業 6 
電力 2 (22.2%) 電気通信事業 ， 
ガス（都市ガス） 3 (33.3%) 工業用ガス製造販売，建材小日卸売 ， 
その他サービス 14 (20.6%) 68 
ホテル ピジネスホテル， リネンサプライ
ソフトウェア開発 コンサルティング，システム運用支援
A 口 計 70 (26.8%) 261 
本論文は，このようにして得た質問票回答データの中でもサービス産業
企業の事業展開とサービス提供システムの特色に関する回答データに焦点
3)『ダイヤモンド会社職員録全上場会社版』（ダイヤモンド社， 1992年版）を参照し，
各会社で企画部長，経営企画部長，経営企画室長，経営政策室長，社長室長，開発
室長，などの職にあり，取締役である方々を質問票送付の宛先の第 1候補とした。
該当する方がいない場合，以上の職にあるが取締役ではない方，また総務部長，業
務部長，情報システム部長，秘書室長などの職位の方を次の候補とした。
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を合わせて解明を行おうとするものである。
I サービス産業企業の事業展開と
基本的ノウハウ・技術，経営ビジョン
1.サービス産業企業の本業と新規事業
サービス産業企業がどのような事業展開を行っているかを把握するた
め，「事業の発展の経緯や売上高の大きさなどの観点から，貰社が本業と見
なしている事業名をご記入下さい。次に， 1970年前後以降に創業した新規
事業のうち，代表的なもの一つの名前をお示しください」という質問を行
った。この質問に対する回答をもとに，各業種毎の新規事業の代表例を回
答企業数や質問票送付企業数とともに示したものが表1である。その表か
ら，サービス産業企業各社が様々の新規事業への展開を行っていることが
分かる。ただし，業種によっては，本業と関連性の高い分野に新規事業展
開しているのに対し，業種によっては本業と関連性の低い分野に新規事業
展開しているようであった。どの業種が関連性の低い分野に進出し，どの
業種が関連性の高い分野に進出したのかを把握するため，本業と代表的新
規事業との間での，顧客，市場，サーピス拠点，基盤となるノウハウ，従
業員の能力，設備や使用機器，事業の社会的使命などの 6つの側面に関す
る共通性・類似性評価回答テ｀ータを利用することにした。
その方法としては，その 6つの側面のそれぞれについての共通性評価ス
コアの平均値を各業種毎に求めたうえで，さらにそれらの 6つの共通性評
価値全体の平均値を業種毎に求めた。そのうえで，この 6つの共通性評価
値全体についての平均値の値が小さい順に表の並べ換えを行い，その結果
を表2のように示した。並べ換えを行う時のキーとして用いた共通性評価
値全体の平均値は，その表2の一番右の欄に示されている。このような方
法により，各業種の新規事業展開が，どの程度関連性の強い分野について
なされているのかが明らかになるようにした。なお共通性についての評価
スコアは， 1 ＝非常に低い， 2 ＝やや低い， 3 ＝中程度， 4 ＝やや強い，
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表2 本業と代表的新規事業との共通性
顧客・ サービス 基盤Jウ 従業員 設備・ 社会的 共通性業 種 市場の 拠点の ハウの 能力の 機器の 使命の 平均値共通性 共通性 共通性 共通性 共通性 共通性
商社 3.0 2.7 2.7 2.8 1.8 3.0 2.7 
海運 3.0 3.0 3.0 2.5 1.5 3.0 2.7 
電力 1.0 5.0 4.0 2.0 4.0 2.0 3.0 
ガス 3.7 3.0 3.7 3.3 2.0 3.0 3.1 
小売（百貨店） 3.3 3.0 3.0 3.3 2.8 4.0 3.2 
鉄道 4.3 4.5 2.3 3.0 1.8 3.4 3.2 
陸運（宅配） 3.4 4.0 2.8 2.6 2.4 3.8 3.2 
その他サーピス 3.5 3.7 3.1 3.1 2.9 4.1 3.4 
倉庫・運輸 3.0 4.0 3.0 3.0 3.5 3.0 3.4 
放送・通信 4.5 2.5 4.5 4.5 3.0 3.0 3.7 
小売（スー パー ） 3.6 3.8 4.0 4.0 3.4 4.6 3.9 
保険 4.8 4.0 4.0 3.8 3.5 4.5 4.1 
空運 5.0 5.0 4.0 3.0 3.5 4.5 4.2 
その他金融 4.0 5.0 4.0 4.0 5.0 4.0 4.3 
銀行 4.8 5.0 4.3 3.8 3.5 5.0 4.4 
証券 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 
5 ＝非常に強い，という尺度にもとづくものであった。したがって，表2
において上の方の行に記された業種については，本業とは異質な分野への
新規事業展開を行っていたと見なすことができる。また，表2において，
下の方の行に記された業種については，本業と共通性の高い分野への新規
事業展開を行っていたと言える。
具体例を挙げて言えば，商社，海運，電力，ガス，小売業（百貨店），鉄
道，陸運（宅配）などは，本業との共通性がやや低い分野への新規事業展
開を行っているようであった。ただし本業と新規事業の共通性評価スコア
がいちばん低い業種でも，その値が2.7であったように，いずれの業種も本
業との共通性がきわめて低い分野への新規事業展開は行っていないようで
あった。また共通性平均値の低さが第 1位の商社と第2位の海運について
は，基盤ノウハウ，従業員能力，設備・機器についての共通性がいずれも
低いことが分かった。この二つの業種については，他の側面についての共
通性もせいぜい中程度であり，その意味でこれらの業種は本業とはそれ程
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関連性のない分野への新規事業展開を行ってきたと言えよう。次に共通性
スコア第5位の鉄道と陸運（宅配）も，基盤ノウハウ，従業員能力，設備・
機器についての共通性が低いが，顧客・市場およびサーピス拠点について
の共通性が高く，この面の共通性を利用しての新規事業展開を行ってきた
と言えよう。また，銀行，証券，その他金融，保険などの金融分野，空運
などは，いずれも規制による制約のためなのか本業との共通性がきわめて
高い分野への新規事業展開を行ってきたようであった。すなわち，銀行は
銀行法によって，また保険会社は保険業法によって事業の展開が規制され
てきた。このように法律によって事業展開の可能性が規制されている産業
があるということも，サービス産業における事業展開の特色の一つである
と言えよう。なお，銀行については， 1993年4月の「金融制度及び証券取
引制度の改革のための関係法律の整備等に関する法律」の成立により，業
態別子会社方式を中心とする銀行・証券両業務間における相互参入や地域
金融機関の信託業務への本体参入が可能となった。また保険については，
1996年4月の半世紀ぶりの全部改正となる「保険業法」及ぴ「保険業法の
施行に伴う関連法律の整備等に関する法律」によって，生損保兼営禁止は
維持するものの，生命保険会社は損害保険会社の50％超の株式を取得する
ことができ，損害保険会社も生命保険会社の50％超の株式を取得すること
ができるということにもとづいて子会社方式を用いた生・損保兼営が可能
となった。これらの制度改革は，金融の自由化，国際化等の新しい状況に
対応しつつ，関連業界の活性化を図るためのものであると言え，今後の銀
行，証券，その他金融，保険などの金融分野での事業展開が注目される。
なお不動産についてはデータが得られなかったので表に記載していない。
また，ここで示した分析は，本業と代表的新規事業との間の共通性に関す
るものであり，ある業種の新規事業がどれ程の幅と広がりをもって展開さ
れているのかについての全体像について語り得るものではない。それにも
かかわらず，このような本業と代表的新規事業の共通性の高低は，その業
界がどれ程多様な分野への展開を試みているのかについての一面を理解す
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る手がかりとなり得ると思われる。
2.サービス産業企業の基本的ノウハウ・技術
各企業がその事業展開を行うにあたっては，本業との何らかの共通性を
活用しながら新規事業に進出して行くと思われる。そのような新規事業と
本業との共通性の一つとして，本業で培ったノウハウ・技術と新規事業に
必要とされるノウハウ・技術との共通性があると思われる。そのようなノ
ウハウ・技術を媒介とする新規事業展開の実態を解明したいわけであるが，
そのための準備として，まずサービス産業の基本的ノウハウ・技術の体系
とはどのようなものかを解明することにした4)。そのため，サービス産業の
各社に本業および新規事業において中心的な役割を果たしているノウハ
ウ・技術を二つ挙げるよう依頼しておいたが，その問いに対する回答をも
とに検討を行うことにした。
小売産業は，その墓本的ノウハウ・技術として，作業計画と販売（商品・
売り場），マーケティングとトレーディング，などをあげていた。また保険
産業は，代理店制度を中心とする販売体制と損害査定体制，ロス・コント
ロールと再保険技術などを挙げており，運輸産業は，営業拠点の全国展開
と効率的な輸送を挙げていた。さらに，放送・通信事業は，ラジオ・テレ
ピ番組の制作とラジオ・テレピ番組の放送などをあげていた。
以上の回答をふまえ，サーピス産業においては，サービスを作り出すノ
ウハウ・技術体系と，サービスを提供するノウハウ・技術体系とが基本的
ノウハウ・技術として位置づけられていると一般化できるのではないかと
思われる。このような一般化があてはまる回答例を表3に示すことにする。
サーピス産業の特徴は，その生産と供給が同時になされることであると
言う指摘がしばしばなされる。そのような特徴は，サーピス産業の基本ノ
ウハウ・技術が，サービスの生産に関わるノウハウ・技術とサービスの提
4)製造業の場合の技術体系としては，要素技術，索材技術，システム技術，評価技
術，流通技術，などが考えられる。
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表3 サービス産業の基本ノウハウと技衛
業 ¥種名
サーピスを作り出す サーピスを提供する
ノウハウ・技術 ノウハウ・技術
小売 商品調達ノウハウ マーケティングノウハウ
商品の品揃え 販売サーピス
マーチャンダイジング フランチャイズシステム
金融 新金融商品の開発 基盤産業への長期金融
与信 回収
放送 ラジオテレピ番組の製作 ラジオテレビ番組の放送
電力 発・変電技術 送・配電技術
ガス ガス製造技術 ガス供給技術
情報処理サーピス ソフトウェア開発 情報処理サーピス
ソフトウェア サー ピス
システム化技術 電算機運用技術
供に関わるノウハウ・技術とに二分できるということを示唆するものでも
ある。その意味で，表3のようなまとめは，妥当性を持っていると言える
のではないかと思われる。
サーピス産業の基本ノウハウ・技術についての検討を終えたうえで，こ
のようなサーピス産業のノウハウ・技術を活用して，従来の本業から新規
事業への展開を行ってきた業種があるのだろうかという問いの検討に移り
たい。この問いについては，小売業（スーパー）のいくつかの企業が，本
業における商品調達ノウハウとマーケティングノウハウを活かして，新規
事業であるコンピニエンスストアやホームセンターに展開を図っていたと
いう事例があることを指摘できる。また，証券も，本業における銘柄情報
についてのノウハウと投資アドバイスのノウハウを用いて，新規事業であ
る投資顧問事業に展開を行っているようであった。
ただし，ある業種については，従来の本業に関わるノウハウを活かした
新規事業展開は，かなり困難であるようだった。たとえば，鉄道の場合，
鉄道レールから成る線路のネットワークの上に電車を走らせて乗客を輸送
すると言う鉄道システムの能力は，それ自体の事業にのみ適合するユニー
クなものではないかと思われる。スーパーがコンビニエンスストアを作り
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出したのと同じような意味で，鉄道会社が何か鉄道システムに類似したも
のを作り出すことは困難なのである。たとえばバスの路線ネットワークを
営業するとしても，それは鉄道のネットワークの運営とはかなり異質なも
のであろう。そのため，多くの鉄道会社は，別の共通性，たとえば顧客や
市場，サービス拠点についての共通性を活かすことのできる分野に新規事
業展開を図ってきたように思われる。たとえば，鉄道会社がカード事業，
文化事業，ジャズクラプやレストラン経営，プロ野球などに進出してきた
のは，ノウハウ・技術の共通性（共通性スコア＝2.3)にもとづくものでは
なく，顧客や市場の共通性（共通性スコア＝4.3)やサービス拠点の共通性
（共通性スコア＝4.5)を活かしての新規事業展開であったと言える。
3.サービス産業企業の経営ピジョン
サービス産業の事業展開は，その保有するノウハウや技術，顧客の共通
性に規定されるだけではない。各企業のかかげる経営ビジョンによっても
影響されることが考えられる。もしそのような影響が実際に存在するとす
れば，経営ビジョンの果たす役割には非常に大なるものがあると言えよう。
また反面で，企業のおかれた状況を反映して，経営ピジョンが設定されて
いると言う面があることも事実である。このように複雑な関係があり得る
事を了解したうえで，サービス産業の経営ビジョンの実態の解明を行いた
い。そこでまず，サービス産業は，一般的に言ってどのような経営ビジョ
ンを提示しがちであるかということを検討したい。
一般的に言って，経営ビジョンとして言及されることがらには，①社会
への奉仕，貢献，などの社会性の追求，②人間性の強調，③顧客への奉仕，
④業務の貫徹，⑤創造性，革新性の追求，などの側面があるのではないか
と思われる。このような経営ピジョンをめぐって，「貴社において，各種の
事業を統合的，共通に表現しているビジョン，標語があれば簡単にご説明
下さい」と依頼しておいた。その回答についての整理を以下に示したい。
社会への奉仕，貢献をあげている例としては，ホテルの「私たちは健全
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な憩いの場と温かいサービスを提供することによって潤いのある豊かな社
会の実現に貢献したいと願っております」，保険の「保険事業の社会的役割
を自覚し，人間性尊重を信条として，信頼される優良な企業を目指す」，電
鉄の「私たちは新しいライフスタイルの提案と快適な時間・空間の創造に
より常に時代をリードし，社会に貢献します」，「輸送を初め不動産，流通，
スポーツ，レジャーなど広い意味でのサーピス産業を通じ快適・健康・文
化的な生活環境を創造・提供することによって社会に貢献する」などがあ
った。
人間尊重を標榜する例として，ホテルの「われわれは人間尊重に立脚し，
新しい価値の創造によって豊かな人間環境づくりに貢献する」，保険の「人
間性尊重を信条として，安心と安全を提供する」，その他金融の「人間本位
の経営ー全社員の新鮮な知恵に依存する。人間の人間による人間のための
経営」，情報処理サービスの「個人の創意を尊重すると共にチームワークを
重視する」，陸運（宅配）の「社員と対話する機会を積極的につくり，社員
の可能性を思いっきり伸ばせるチャンスをつくります」があった。
顧客への奉仕をあげている例として，陸運（宅配）の「“CHANCEMAK-
ING PARTNER’'，顧客のチャンスを活かし，広げるパートナーになるこ
とを目指します」，保険の「お客様第一主義・人間性尊重の経営を信条とし，
損害保険事業を基軸とする優れた商品とサービスの提供によって生活と経
営の向上に貢献する」，「総合安心サーピス産業」，空運の「大いなる安心を
お客様へ」，その他サービスの「徹底した顧客第一主義を貫く。限りなく高
品質，高技術を追求する」，情報処理サービスの「単品サービスから複合サ
ービス，コンサルティング，システム開発，ネットワークサーピス，等を
組み合わせ，総合的なサービスとしてお客様の問題解決を支援する」，保険
の「顧客第一主義」，小売業（百貨店）の「顧客との共感：顧客の信用と信
頼をどのようにして勝ち得るかは流通業に与えられた基本的な使命」，「顧
客第一」，「顧客への奉仕，礼節の集団，革新を断行し生産性の向上，高度
な商道の追求」，などがあった。
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業務の貫徹をあげている例として，小売業（スーパー）の「お客様に信
頼される店づくり」，「快適生活創造企業をめざします」，銀行の「存在感あ
る銀行＝頼り甲斐のある銀行」，陸運（宅配）の「運送行為は委託者の意思
の延長と知るべし」，海運の「引き受け貨物イコール商品であるとの認識に
立ち，納期と品質（荷物の到着と輸送中にダメージがない様に安全輸送に
徹する）に心がける」，放送・通信の「真実と自由を求める，価値の創造に
生きる，協同と責任をたっとぶ，放送事業を通して，社会の公明正大な発
展を成し遂げる」，電力の「社会システム高度化に貢献する総合エネルギー
産業」，ガスの「クリーンエネルギー‘‘天然ガス”の普及拡大を中心に総合
都市生活産業として発展」などがあった。
創造性，革新の追求を図る例として，商社の「目指すべき企業像ーグロー
バル高機能総合企業，豊かな社会の実現に貢献し，国際的に信頼される企
業個性と行動力にあふれたプロ集団で，創造的，革新的な企業」，「明る
い，自由な雰囲気で働きがいがあり誇りの持てる企業，積極，堅実，英知
と創造，柔軟思考で市場創造型企業を目指そう」，情報処理サービスの「コ
ンピュータは社会に奉仕する」「次世代の情報環境，情報価値，情報文化を
創造する」，などがあった。
以上で示された経営ビジョンの内容と，事業展開のしかたとの間には何
らかの関係があるのではないか。このような問いに対する答を明らかにす
るため，各社が表明している経営ビジョンが①社会への奉仕，貢献，など
の社会性の追求，②人間性の強調，③顧客への奉仕，④業務の貫徹，⑤創
造性，革新性の追求，のうちのどれに該当するのかの分類をまず行った。
分類にあたっては，各社の経営ビジョンの内容が，以上の 5項目のいずれ
の側面についての言及を含んでいるのかを判断していった。その際，回答
企業の経営ビジョンが複数の項目を含むこともあり得ることとした。この
ようにして得た経営ビジョンの内容分類データと各会社の本業と新規事業
の共通性データとを突き合わせたうえで，回答企業を 3つのクラスに分け
て整理を行った。第 1のクラスは，共通性評価スコアが3.9以上のもので，
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本業とかなり同質的な分野に新規事業展開をしている企業群である。第2
のクラスは，共通性スコアが2.8と3.8の間にあるもので，中程度の関連性
を持つ分野に新規事業展開をしている企業群である。第3のクラスは，共
通性スコアが2.7以下のもので，本業とはかなり異質な分野に新規事業展開
をしている企業群である。このような 3つの企業群毎の経営ビジョン内容
の分布を示したものが表4である。その表からも明らかなように，社会へ
の奉仕という項目については，どのタイプの事業展開を行っている企業に
よっても経営ビジョンとして取り上げられていた。ところが人間尊重とい
う項目は，同質的な事業展開をしている場合か，きわめて多様な事業展開
をしている場合に限って取り上げられていた。
このような実態についての背景説明を試みてみると，同質的な事業展開
を行っている場合と言うのは，規制等により事業展開を制約されている場
合が多く，そのような状況では，革新的・創造的な方策によって顧客をひ
きつけることは制約されており，従来からの顧客を何とか確保するという
姿勢から人間尊重というピジョンが提示されるのではないかと思われる。
また多様な事業展開を行っている場合には，非常に不確実性の高い状況の
もとでのピジネスとなるため，顧客の信頼をつなぎとめるためにも人間尊
重というビジョンが重視されるようになっているのではないかと思われ
る。また，中程度の関連性を持つ分野に新規事業の展開をしている場合に，
人間尊重があえて強調されない傾向があることについては，このような状
況のもとで会社としての最大関心事は業務の流れの構築となり，実務的な
事柄の方がより重視されるようになるからではないかと考えられる。また
以上の説明と同じような論拠に基づくと思われるが，顧客志向と業務の貫
徹という経営ピジョンは，同質的事業展開を行っている場合か，中程度の
関連性を持つ分野に新規事業展開を行っている場合に多く提唱されるビジ
ョンであるようであった。また革新性・創造性の追求という経営ビジョン
は多様な事業展開をしている企業（たとえば商社，情報処理サービスなど）
や，中程度の関連性を持つ分野に新規事業展開をしている企業によって強
日本のサービス産業企業の事業展開とサービス提供システムの解明（廣田） （619) 177 
表4 本業と新規事業の関連性程度にもとづ〈クラス毎の経営ビジョンの内容
りにス
同質的事業展開企業 平均的事業展開企業 多様化事業展開企業
（共通性スコア＞3.9) (2.8く共通性スコアく3.8) （共通性スコアく2.7) 
社会への奉仕 6 5 5 
人間尊重 3 ゜ 2 顧客志向 6 7 2 業務の貫徹 ， 8 3 
革新性・創造性 1 8 5 
回答企業数 24 21 17 
表内の数字は，会社数を示す。なお，いくつかの回答企業の経営ピジョンの内容につい
ては，複数のビジョン内容項目を含んでいるので，回答企業数と各経営ビジョン内容を
唱えている企業の数の合計とは必ずしも一致しない。
調されているようであった。これは革新性・創造性を強調する経営ビジョ
ンをかかげているため，その影響のもとで多様な新規事業を展開する結果
となっているという関係と，従来多様な新規事業を展開してきたことが経
営ビジョンについても革新性・創造性の強調を行うようになっているとい
う両面の関係があると思われる。
以上のように，事業展開の多様性の程度に応じて強調される経営ビジョ
ン内容が異なるという傾向があるということを述べてきたが，ここで取り
上げた経営ビジョンの各項目の間にも，相互に関連性が存在するように思
われる。たとえば，業務の貫徹を図ることは社会への奉仕につながること，
業務の貫徹のためには，人間尊重を標榜することが必要なこと，また業務
の貫徹は何よりも顧客の満足をめざして行われること，などである。また，
業務の貫徹は当面の課題に関わるものであり，革新性，創造性の実現は長
期的な課題に関わるものであるという区分が可能であるということも指摘
できるであろう。
II サービス多様化の程度とサービス提供プロセスの特色
1.サービス多様化の程度とサービス提供ブロセス
ここでは，各社の本業のサービス内容について，その多様化一標準化の
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程度を解明したい。質問票においては，各社の提供サービスの標準化の程
度，他社との差別化の程度，購買者の個別的ニーズヘの対応の程度，法人
企業が顧客の割合，などについて尋ねていたが，この問いに対する回答デ
ータの業種毎の平均を求めて表示したものが表5である。
表5 サービス多様化の程度とサ＿ビス提供プロセス
サービス多様化の程度 サーピス提供プロセス
業 種
標準化 差別化 個別二 法人顧 人手を 設備・ 自動化
の程度 の程度 ーズへ 客の割 用いる 機器に の程度
の対応 A ロ 程度 依存す
る程度
卸売（商社） 3.3 3.7 3.7 5.0 4.0 2.8 3.0 
小売（百貨店） 3.3 3.5 3.3 2.5 5.0 3.5 1.3 
小売（スー パー ） 4.3 3.8 3.8 1.2 4.0 3.8 3.2 
銀行 4.0 2.3 4.0 3.0 4.0 4.3 3.5 
保険 3.3 3.3 3.0 3.0 4.3 3.0 2.3 
証券 4.0 2.5 2.0 2.5 4.0 3.0 2.5 
その他金融 4.5 3 5 3.5 1.5 2.5 4.5 4.0 
不動産 3.0 3.0 4.0 3.0 5.0 1.0 1. 0 
鉄道 4.3 2.8 2.5 2.0 4.5 4.4 3.5 
陸運（宅配） 4.4 3.4 4.0 4.6 5.0 4.4 1.8 
海運 3.7 2.7 4.0 5.0 2.0 4.3 3.3 
空運 5.0 3.5 4.0 4.0 4.5 5.0 1.0 
倉庫・運輸 4.0 3.0 4.0 5.0 4.5 3.5 2.0 
放送・通信 4.0 3.5 2.0 3.0 4.0 5.0 1.0 
電力 5.0 1.5 3.0 3.5 2.0 4.5 4.5 
ガス 4.3 3.0 3.7 2.3 3.7 4.3 4.0 
その他サービス 3.4 3.5 4.1 3.6 4.7 4.0 2.3 
全体平均 3.9 3.1 3.5 3.2 4.2 3.9 2.8 
また，各社の本業におけるサービス提供プロセスの特色として，人手を
用いる程度，設備・機器に依存する程度，サービス提供方法の自動化の程
度，などについて評価してもらっていた。それらの評価スコアの業種毎の
平均も表5に示した。なおサービス多様化の程度とサービス提供プロセス
の特色に関する問いについては，評価スコアとして， 1＝非常に低い， 2=
やや低い， 3 =中程度， 4 ＝やや高い， 5 ＝非常に高い， という尺度を用
しヽt:.'--0 
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表5の左半分に示されているサービス内容の多様化の程度についての調
査結果から，サービス内容の標準化の程度を高いものとするとともに，他
社との差別化の程度を低いものとしておく銀行，証券，電力のようなケー
スがある反面，サービス内容の標準化の程度を高いものにしつつ，他社と
の差別化をある程度行うスーパー，放送・通信，空運のようなケースがあ
ることも分かった。後者のケースについては，サービス内容の標準化を図
りつつ，他社との差別化を行い， さらに顧客の個別ニーズにも対応して行
こうとする小売業（スーパー）のような例と，サービス内容の標準化を図
りつつ，他社との差別化も行うが，顧客の個別ニーズヘの対応を行う程度
が低い放送・通信のような例とがあると言えよう。また法人顧客の割合に
ついては，その程度が非常に高い商社，陸運（宅配），海運，空運，倉庫・
運輸と，その割合が低く， したがって個人顧客が対象であることが多い小
売業，銀行，保険，その他金融，鉄道，放送・通信，電力などに分けられ
ると言えよう。
表5の右半分に示されているサービス提供プロセスについては，設備・
機器に依存する程度が高いという側面と，自動化の程度という側面とは必
ずしも完全に対応するものではないことが分かった。たとえば，空運にお
いては，設備・機器を集約的に用いるが，自動化の程度は低いと認識され
ていた。空運においては，自動化の程度をあげようとしても困難な側面が
多いのであろう。また設備・機器に依存する程度が高い業種で，人手を用
いる程度が低い業種（海運，その他金融）もあるが，逆に人手を用いる程
度が高い業種（鉄道，陸運（宅配）など）もあると言えよう。
3.サービス産業企業が活用する設備・機器
前節の結果から，いくつかの業種は設備・機器を集約的に活用しながら
サービスを提供していることが明らかとなったが，一体どのような設備・
機器を用いているのかをここで検討したい。質問調査票を通じて，各社が
自社のサービス提供に当たって，非常に重要な役割を果たす設備・機器と
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してはどのようなものがあるかを指摘してもらっていた。その回答を，設
備・機器に依存する程度の高い業種（表5参照）から順に検討すると，第
1位の空運については，そのサービス提供に当たって非常に重要な役割を
果たす設備・機器とは，航空機運行に関する技術で，中心的なサービスそ
のものが設備・機器によって支えられていることが分かる。同じく 1位の
放送・通信については，情報トータル・システム（全社的に LANを走らせ
大型コンピュータで情報を伝達・交換するシステム）があげられていた。
第3位の電力については，発電所（水力，火力，原子力），発電機，送電線，
変電所，変圧器，配電線，通信制御機器，営業オンライン端末，お客様用
メーターなどがあげられていた。その他金融については，コンピュータ設
備，ハードウェア，ソフトウェア，回線網， CD/CAT等の外部接続端末
機などがあげられていた。第4位の鉄道については，車両，線路施設（軌
道，電線路，信号保安，通信，変電の各設備），駅施設（出改札機器，券売
機，エスカレーター，案内表示器など），営業運行支援施設（座席予約シス
テム，列車運行管理システム）などがあげられていた。また陸運（宅配）
については，配送センター（保管・仕訳・流通加工・包装）機能，輸送用
機器（集配車），オンライン化された情報機器（コンピュータハードウェア，
ソフトウェア，通信回線）などがあげられていた。第6位は，銀行，海運，
ガスであるが，ガスについては，ガスパイプライン，ガス製造プラント，
ガス器具，オンライン情報システム，業務用マイコンメータ，安全対策の
ためのシステム（安全性の高い接続具＝フレキシプル・チュープ，ガス警
報器）などがあげられていた。銀行については，高度のコンピュータ処理
能力（パーソナルコンピュータ，通信機器，ホストコンピュータ），顧客と
の取引データ，保有する有価証券データ等大量のデータを処理するための
コンピュータハードウェアおよぴソフトウェア，海運については，船舶，
コンテナ・ターミナル設備，各種コンテナ，陸送トラック，冷凍輸送機器，
などがあげられていた。
さらに情報処理サービスt～っいては，コンピュ タ・ハードウェア（汎
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用機，オフィスサーバー，ワークステーション， PC等のソフトウェア開発
用機器，各種端末）及ぴそれらのネットワーク設備などがあげられていた。
またホテルについては，冷暖房システム，キッチンシステム（厨房機器な
ど），コンピュータ予約システム，コンピュータ会計システム，館内電話回
線システム，インジケーターシステム，防犯・警備システムなどがあげら
れていた。
そして流通業の各企業は， POSレジスター ， POSネットワーク（販売，
仕入れ，物流を結ぶ情報システム），商品在庫確認のためのソフトウェア，
情報ネットワーク機器，通信システム，物流センター機能（保管・仕訳，
流通加工・包装），輸送用機器，冷凍・冷蔵陳列ケース，冷凍・冷蔵庫，店
舗，駐車場設備，エレベーター及びエスカレーター設備， トイレ及ぴパウ
ダールーム設備などがサービス提供に関わる重要な設備・機器であると答
えていた。また，倉庫・運輸産業は， 自動ラック倉庫，定温定湿設備，垂
直自動搬送機，フォークリフト等荷役機器，大型重量物輸送機器をあげて
いた。さらに，保険・証券は，設備・機器に依存する程度は，それ程高く
ないと答えていたが，業務を遂行するためのコンピュータ・システム，
FAX,事務処理の正確化，迅速化を図り，証券の早期発行を期する OCR,
などをあげていた。
以上，列挙的にサービス産業を支える設備・機器について述べてきたが，
サービス提供システムを図式化してとらえると図 1のように示すことがで
きると思われる。その図においてフロント・オフィスというのは，顧客と
直接接触してサービスを提供する空間のことであり，バック・オフィスと
いうのは，サービスを背後で支える諸活動が行われる空間のことである。
サービス提供システムの究極の課題は，何よりも顧客ヘサーピスを行う
ことであるが，サービス人員は種々の機器を活用しながらその課題を果た
すことができるよう取り組む。また，そのサービスは，店舗などの施設設
備において，情報ネットワークなどの各種のネットワーク設備を活用しな
がら行われる。このような図式にしたがって，サービス産業の各業種が活
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表 6 サービス提供システムにおいて活用される設備・機器
業 種 ネットワーク設備 施設設備 機 器 サーピス人員
空運 空港設備 予約センター 飛行機 パイロット
空港オフィス スチュワーデス
地上職員
放送・通信 ケープル 放送局 カメラ，マイク アナウンサー
放送局員
電力 送電線 発電所，送電所 発電機
鉄道 線路施設 駅舎 座席予約システム 駅員，運転手
車掌
陸運（宅配） 通信回線 配送センター 集配車，携帯端末 センター職員
運転手
銀行 オンライン・ネ 銀行，各種ソフト ATM 銀行員
ットワーク
海運 海洋航路 コンテナ・ター 船舶，各種コン 運転手，港湾職員
ミナル施設 テナ， トラック
ガス ガスパイプライ ガス製造プラント ガス器具 ガス会社職員
ン，オンライン ガス苔報器
情報システム
流通業 情報ネットワー ク 店舗，駐車場 POSレジスタ 店員
ー，冷凍冷蔵ケ
ース
保険・証券 通信回線 本社，営業所 コンピュータ 職員
FAX.OCR 
倉庫・運輸 自動ラック倉庫 フォークリフト 倉庫職員，運転手
定温定湿設備 等荷，役機器
情報処理サーピス 通信回線，ネッ 営業所 コンピュータ， プログラマ，シス
トワーク施設 オフィスサーパ テム・エンジニア
-, PC 
ホテル 通信回線，防犯 ホテル 冷暖房システム ホテルマン
替報システム キッチンシステム
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用する設備・機器などについての情報をまとめるならば表6のように表示
できると思われる。
またサービス産業企業においては，サービス人員がネットワーク設備，
施設設備，各種機器などを活用しながら，その業種に固有なサーピス（人
を運ぶ，物品を販売する，荷物を届ける，番組を放送する，等々）を提供
するためのシステムを構築しようとしている一方で，サーピスの提供を行
うだけでなく，そのサーピス提供に関わる諸決定に必要な情報を収集，処
理し，それをもとに意思決定を行ったり，判断を下したりするのに役立つ
ようなシステムの構築も行おうとしているようであったということも指摘
しておきたい。
4.サービス提供システムの類型化
以上の検討結果を参考にして，ここではサービス提供システムに関する
類型化を試みたい。その作業にあたっては，各企業のサーピス多様化の程
度（提供サービスの標準化の程度，他社との差別化の程度，購買者の個別
的ニーズヘの対応の程度，法人企業が顧客の割合）を集約してサービス内
容の多様性という側面として統合するとともに，サービス提供プロセスの
特色（人手を用いる程度，設備・機器に依存する程度，サービス提供方法
の自動化の程度）に関わる変数を集約して，サービス提供プロセスの特質
という側面として統合することにした。そのうえで，更に両者を統合して
サービス提供システムの類型化を行った。その課題に取り組むため，サー
ピス多様化に関わる変数相互間およぴサービス提供プロセスの特色に関わ
る変数相互間の相関係数を求め，表7と表8に示した。
表7を見ると，他社差別化を行うという側面と顧客に対する個別対応を
行うという側面とは，正の相関の程度が高いことが分かる。ただしサービ
ス内容の標準化を行うという側面と他社差別化を行うという側面との間に
も正の相関関係があるが，その値は有意ではなかった。また標準化を行う
という側面と顧客に対する個別対応を行うという側面との間にもわずかに
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表 7 サービス多様化に関わる諸側面相互の相関係数
標準化 他社との 顧客個別 法人顧客
差別化 対 応 割 A ロ
標準化 1.000 
他社差別 0.189 1.000 
個別対応 0.087 0.410*** 1.000 
法人顧客 -0. 318*** -0.067 0.277* 1.000 
＊ P <0.1 ＊ ＊ P <0.05 *** P <0.01 で有意。
正の相関があるがその値も有意ではなかった。このことから，サービス内
容の標準化という側面については，その意味が把握しにくいものであると
言う判断が下された。また法人顧客の割合が高い程，顧客個別対応をする
程度が高く，さらにサーピス標準化の程度が低いということも分かり，こ
の法人顧客の割合が高いということがサービス内容を多様化させる方向に
作用しているという関係を読みとることができた。
以上のような考察をもとに，サービス内容の多様化については，他社に
対する差別化と，顧客に対する個別対応を行う程度という二つの側面に着
Hし，この二つの側面ともかなり弱いもの（評価スコアが3以下）をサー
ビス内容標準化型5)と呼ぴ，二つの側面がともに強く見られるもの（評価ス
コアが 4 以上）を顧客個別対応•他社差別化型と呼ぶことにした。さらに
他社差別化のみ強くみられるもの（評価スコア 4以上）を他社差別化型，
顧客に対する個別対応のみ強く見られるもの（評価スコア 4以上）を顧客
個別対応型と呼ぶことにした。このようにカテゴリーを設定したうえでの
5) 回答企業の標準化に関する回答を見ると，標準化の程度が非常に低いと答えたの
は，その他サーピス 1社，やや低いと答えたのは，小売業（百貨店） 1社，保険l
社にとどまっていた。また標準化の程度が中程度と回答したのは，全業種を通じて
20社，標準化の程度がかなり強いと答えたのが23社，非常に強いと答えたのが21社
であったから，サーピス産業企業全般について，サーピス内容の標準化の程度が高
いと見て良いと思われる。その意味で，顧客に対する個別対応も他社差別化も行わ
ない企業については，標準化という側面だけが特徴としてあげられることになるの
で，このような企業をサービス内容標準化型と呼ぶことにしたのである。
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回答企業の分布の結果を表9に示した。
次に表8を見ると，人手を用いる程度という側面と設備・機器に依存す
る程度という側面とは，わずかに負の相関を示しているが，その負の相関
の程度は有意ではない。たとえば，鉄道などのように人手も使うし，設備・
機器に依存する程度も高い業種があるためであろう。このことから，人手
を用いる程度という側面と，設備・機器に依存する程度と言う側面とは，
必ずしも対立的なものではないと思われる。
表8 サービス提供プロセスに関わる諸側面相互の相関係数
人手を 設備機器 自動化
用いる依 存の程度
人手を用いる 1.000 
設備機器 -0.163 1.000 
自動化の程度 -0.417*** 0.385*** 1.000 
* P <0.1 * * P<0.05 * * * P<0.01 で有意。
また興味深いのは，自動化の性格である。設備・機器に依存する程度の
高い企業の場合，様々の設備・機器を用いることによりサービス業務の自
動化の程度が高いものとなっていることが多い。そのような関係を反映し
ているかのように，両者の相関係数は0.385となっている。他方，人手を用
いる程度が高い企業については，将来における自動化の課題は大いにある
ということが言え，それだけ現在の自動化の程度についての評価は低いも
のにとどまっているという傾向が見られる。このような関係は，表8では
人手を用いる程度と自動化の程度との相関係数が一0.417ということに現
われているように思われる。
このように人手を用いる程度と設備・機器に依存する程度という側面と
は，自動化の程度という側面に対して，異なった符号の相関を示している
のであるが， しかし，その相関の理由が一方は自動化の現状に由来し，他
方が自動化の将来課題に由来するというように異なるためであろうが，人
手を用いる程度と設備・機器への依存度とは負の相関を示しているとはい
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えず，むしろ両者は独立であるように見える（相関係数＝ー0.163)。これ
は両者の側面をともに持つ業種と，一方の側面のみが見られる業種とが回
答企業の中に混在していたためであろう。
以上の考察をふまえて，サービス提供プロセスについては，人手を用い
る程度と設備・機器に依存する程度の双方の側面に着目し，両者の側面と
もあまり強く見られない企業，すなわちその評価スコアが3以下のものを
低労働活用・低設備依存型，両者とも 4以上のものを高労働活用・高設備
依存型と定義することにした。そのようにカテゴリーを設定したうえでの
回答企業の分布の結果を表9に示した。
表9の回答企業の分布より，サービス内容多様化については，①顧客個
別対応も他社差別化も行わないサービス内容標準化型，②顧客個別対応型，
表9 棠種毎サービス多様化の程度とサービス提供プロセス
口サーピス多様化の程度 サービス提供プロセス標準化他社 顧客個顧客個 低労働嵩労働低労働高労働型 差別化別対応別対応 活用・ 活用・ 活用・ 活用・型 型 •他社 低設備低設備高設備高設備差別型 依存型依存型依存型依存型
商社 2 ゜ 1 3 2 3 ゜ 1 百貨店 2 ゜ 2 ゜゜ 2 ゜ 2 スー パー ゜ 2 2 2 1 1 2 2 銀行 2 ゜ 2 ゜゜ 1 2 1 リー ス 1 ゜゜ 1 ゜゜ 2 ゜証券 2 ゜゜゜゜ 2 ゜゜損害保険 3 1 ゜゜゜ 3 ゜ 1 不動産 ゜゜ 1 ゜゜ 1 ゜゜海運 1 ゜ 1 1 ゜゜ 3 ゜鉄道 5 1 1 1 ゜ 1 1 6 陸運（宅配） 1 ゜ 1 3 ゜ 1 ゜ 4 空輸 ゜ 1 1 ゜゜゜゜ 2 倉庫 ゜ 1 1 ゜゜ 1 ゜ 1 通信 1 1 ゜゜ 1 ゜゜ 1 電力 2 ゜゜゜゜゜ 2 ゜ガス 1 ゜ 1 1 ゜゜ 1 2 その他サー ピス 4 ゜ 5 5 ゜ 2 2 10 全業種合計 27 7 19 17 4 18 15 33 
表中の数は企業数を示す。
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③顧客個別対応•他社差別化型，の 3 種が主たる類型であると考えられる。
つまり，他社差別化のみを行う類型に属する企業群は比較的少数しか存在
していなかった。
他方，サービス提供プロセスについては，低労働活用・低設備依存型類
型は，商社，スーパー，放送・通信に若干の例があるだけであり，①高労
働活用・低設備依存型，②低労働活用・高設備依存型，③高労働活用・高
設備依存型，の 3種が主たる類型であることを表9より読みとることがで
きた。以上のようにサービス多様化の程度とサービス提供プロセスの二側
面について，それぞれ3類型を代表的なものとして選ぴ出したが，それら
の組み合わせによって， 9つのサービス提供システム類型を作り，それぞ
れに属する企業数と業種名を示したものが表10である。
表10 サービス提供システムの 9類型
三多様化の程1虻 高労働活用 低労働活用 高労働活用 A t1 計・低設備依存型 •高設備依存型 •高設備依存型
標準化型
8 7 1 
26 
証券，保険 電力 鉄道
顧客個別対応型
4 6 8 
18 
不動産 海運，スーパー 陸運（宅配）
顧客個別対応 3 海運 2 陸運1
16 
他社差別化型 卸（商社） その他金融 その他サービス
A ロ 計 15 15 30 
表中の数は企業数を示す。また各マスの中には，該当する類型が最も典型的に当て
はまる業種を記している。
表10を見ると，サービス内容については，標準化を図ることが主たる特
徴であり，顧客に対する個別対応を行わず，他社差別化もあまり行わない
という特色を持つものに，証券，保険，電力，鉄道などの業種があること
が分かった。ただし，このような特色を持つサーピス内容を，①高労働活
用・低設備依存型によって提供する証券，保険，②低労働活用・高設備依
存型によって提供する電力，③高労働活用・高設備依存型によって提供す
る鉄道，などのそれぞれの類型があると言えよう。
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またサービス内容について顧客に対する個別対応を行うようにしている
が，他社差別化はあまり行わないという特色を持つものに．不動産，海運．
スーパー．陸運（宅配）などの業種がある。ただし．このようなサービス
内容を，①高労働活用・低設備依存型によって提供する不動産，②低労働
活用・高設備依存型によって提供する海運．スーパー，③高労働活用・高
設備依存型によって提供する陸運（宅配）などの類型があると言えよう。
さらにサーピス内容について顧客に対する個別対応を行うとともに，他
社差別化も行うという特色を持つものに，商社，海運，その他金融，陸運
（宅配），その他サービスなどの業種がある。ただし．このようなサービス
内容を，①高労働活用・低設備依存型によって提供する商社，②低労働活
用・高設備依存型によって提供する海運，その他金融，③高労働活用・高
設備依存型によって提供する陸運（宅配）．その他サービス．などの類型が
あると言えよう。
結 論
経済社会が情報化，グローバリゼーション，規制緩和などの影響のもと
に様々な変化を見せてきている。このような変化に対応するべくサービス
産業企業も本業におけるサーピス提供のしかたを改善したり，新規事業展
開を試みたりしてきている。本論文は， H本のサービス産業企業を取り上
げて，その新規事業展開の現状を解明するとともに，新規事業展開にあた
り本業でのノウハウ・技術をどの程度活用しているのかを明らかにした。
さらにサービス産業企業の経営ピジョンがその新規事業展開にどの程度影
響を及ぽしているのかも検討した。また各社のサービス内容がどの程度多
様化をめざしたものかを調べ，またそのサービスを提供するにあたって人
手を用いて行うのか，それとも設備・機器に依存するのか，あるいはその
双方であるのかを検討した。そのうえで，サービス内容の多様化の程度と
サービス提供プロセスの 2側面について，それぞれ3つの類型を設定する
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とともに，この二側面の組み合わせにより，サーピス提供システムの 9つ
の類型を提示した。これらの9つのサービス提供システム類型を持つ各サ
ーピス産業企業は，それぞれが独自のしかたで企業行動を展開しているの
ではないかと思われる。本論文では扱うことのできなかった質問票回答デ
ータ項目を用いて，これらの類型に属する各企業がどのようにバラエティ
に富むサービス提供活動を展開しているのかを解明することが今後の研究
課題である。
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